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午前１０時００分 開議   

○議長（小比類巻正規君） おはようござい

ます。 

 出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。 

 これより、本日の会議を開きます。 

 本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。 

───────────────── 

  ◎日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（小比類巻正規君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。 

 お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。 

 春日洋子議員の登壇を願います。 

○１２番（春日洋子君） おはようございま

す。 

 １２番公明党の春日洋子でございます。通

告の順に従い質問してまいります。 

 はじめに、行政問題の１点目、五輪メダル

への活用に向けた小型廃家電の回収運動につ

いてお伺いします。 

 「あなたの携帯電話・パソコン・デジタル

カメラ等がメダルに生まれ変わります！」と

公益社団法人東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会組織委員会は、東京２０２０

大会で使用するメダルについて、国民の皆様

がお持ちの使用済み携帯電話等の小型家電

等々から製作する「都市鉱山からつくる！み

んなのメダルプロジェクト」を実施しており

ます。 

 このプロジェクトを通じて、オリンピッ

ク・パラリンピックを合わせて金・銀・銅合

わせて約５,０００個のメダルを製作する予定

であるとのことです。 

 携帯電話やデジタルカメラ等の小型家電に

は、都市鉱山と呼ばれる鉄、アルミ、金、

銀、銅、レアメタル等の有用な金属が含まれ

ています。リサイクル金属をメダル製作に使

用することで、環境に配慮し、日本のテクノ

ロジー技術を駆使することで、金の精錬にお

けるリサイクル率１００％を目指していま

す。 

 過去にもメダルの原材料の一部として、リ

サイクル金属が含まれた例はあったそうです

が、国民が参画し、メダル製作を目的に小型

家電等の回収を行い、集まったものから抽出

された金属でメダルの製作を行うプロジェク

トは、オリンピック・パラリンピック史上、

東京２０２０大会がはじめとなると言われて

います。 

 そこで、日本全国の国民が参加してメダル

製作を行う、国民参画形式より実施される、

このプロジェクトへの参加に向けて、本市の

御見解をお伺いします。 

 次に、２点目のペアレントトレーニングに

ついてお伺いします。 

 ペアレントトレーニングとは、保護者の

方々が子供とのよりよいかかわり方を学びな

がら、日常の子育ての困り事を解消し、楽し

く子育てができるよう支援する保護者向けの

プログラムです。 

 当初、知的障害や発達障害のあるお子様を

持つ御家庭向けに開発されましたが、現在は

幅広い目的や方法で展開されており、保護者

とお子様に合った育児の方法を探す手段とし

て活用されています。 

 近年の日本において、子供が発達障害の診

断を受けているかどうかにかかわらず、子育

ての悩みを抱える親の存在がクローズアップ

されています。 

 このような社会的状況を踏まえて、医療、

福祉、教育機関、施設において、主に発達障

害を持つ子供の親に対して、養育支援として

ペアレントトレーニングが実施されていま

す。 

 このことから、よりよい育児の方法を探す

手段として有効と考えますことから、ペアレ

ントトレーニングについて、本市の取り組み

をお伺いします。 

 次に、３点目の市立図書館への書籍消毒機

設置についてお伺いします。 

 書籍消毒機は、本の下から風を当てること

により、ページ間に挟まったほこりや髪の毛
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などを除去し、本を開いた状態で紫外線を照

射し、ページの中まで殺菌します。さらに消

臭、抗菌剤を循環させ、たばこ臭、ペットの

においなどをとる機械です。 

 設置している図書館の館長は、多くの人に

気持ちよく資料を使っていただきたいと設置

しました。衛生面が気になる親子連れや御年

配の方まで気軽に利用していただき、大変好

評をいただいています。透視の窓が大きく、

消毒過程をのぞいているお子様もおり、図書

館資料を大切にする気持ちを育む環境面でも

重要なサービスの一つとして役立っています

との興味深いコメントを寄せています。 

 図書館の資料は多くの方が使うとともに、

棚に置いておくだけでもほこりがつき、意外

に汚れるものです。図書館の本を清潔に安全

に、そして快適にするために、さらには、図

書館資料を大切にする気持ちを育む観点から

も、書籍消毒機を設置すべきものと考えま

す。本市の御見解をお伺いします。 

 次に、福祉問題の認知症カフェについてお

伺いします。 

 日本の高齢化は世界最速で進んでおり、認

知症の人の数は、２０１２年は約４６２万人

であったのに対し、２０２５年には約７００

万人に上ると推計され、認知症の人のさらな

る増加も見込まれています。 

 そこで、政府はこの７月、認知症対策の国

家戦略、新オレンジプランを改定し、対策を

加速させました。かつ、自治体の取り組みが

進み、現行目標をおおむね達成できる見通し

がついたことから、認知症サポーターは、２

０１７年度末までの現行目標８００万人か

ら、２０２０年度末までの新目標は１,２００

万人とし、地域のかかりつけ医に助言する認

知症サポート医は、同様に、現行目標５,００

０人から新目標１万人と引き上げ、新たに認

知症カフェの設置目標を全市区町村と追加し

ました。 

 患者や家族の交流の場である認知症カフェ

では、認知症の人やその家族のほか、地域住

民、専門家など、認知症や健康に関心のある

人が自由に参加し、ゆったりと日ごろの悩み

や疑問を話し合うことができます。また、講

座や体操、会話などで、認知症患者だけでは

なく、幅広く参加してもらうことで予防効果

も期待されています。 

 先ごろの東奥日報に、認知症相談、気軽

に。県内６圏域、オープン型カフェ設置との

記事が掲載されていました。 

 県によると、認知症カフェは、２０１７年

３月現在、県内１０市町で運営されており、

県が本年度、運営団体を公募し、８月までに

６圏域の６団体を結成し、月１回程度のペー

スでカフェを開催するとありました。ただ

し、県の委託事業は本年度限りとなり、来年

度以降は各団体が独自に続けるか、市町村の

支援を受けながら運営することになるとのこ

とです。 

 そこで、認知症カフェの設置に向けては、

本腰を入れて取り組むべきものと考えますこ

とから、本市の御見解をお伺いします。 

 次に、教育問題の１点目、ＬＬブックの整

備についてお伺いします。 

 ＬＬブックはスウェーデン発祥で、ＬＬと

は、スウェーデン語で易しく読めるとの意味

の略であるとされており、知的障害や発達障

害のある子供、また、日本語が得意ではない

子供たちにも読書が楽しめるように工夫して

つくられた易しく読みやすい本です。通常の

本と異なり、漢字にはふりがなをつけ、文章

は単語ごとに分割、文章の意味を示す絵文字

を組み合わせるなど、読みやすくするための

工夫がされています。このような読みやすい

本を提供することは、読書権の保障という観

点からも必要と言われています。 

 また、文部科学省は、昨年、全国の教育委

員会に通知した学校図書館ガイドラインの中

で、学校図書館へのＬＬブックの整備を推奨

しているとのことであり、市内小中学校の図

書館や特別支援学級へのＬＬブックの整備に

ついて、本市の御見解をお伺いします。 

 最後に、２点目のセカンドブック事業の導

入についてお伺いします。 
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 セカンドブックは、４カ月健診時に絵本を

プレゼントするブックスタートのフォロー

アップ事業として、ブックスタートで始まっ

た絵本とのかかわりをさらに継続していくた

めに実施する事業です。 

 全国の導入している自治体では、２歳児、

３歳児、５歳児健診時などに、図書館職員と

セカンドブックボランティアが出向き、参加

の親子に絵本をプレゼントし、絵本を介して

親子のきずなをさらに強め、読み聞かせの大

切さを理解してもらう事業としているところ

もある一方で、小学校入学時に実施している

自治体もあると、それぞれです。 

 埼玉県鴻巣市では、平成２６年から小学校

１年生に、２０冊の本のリストから１冊を選

んでもらい、秋の読書週間にプレゼントする

セカンドブック事業を実施しております。本

のリストは、絵本、物語、昔話、科学読み物

など、大きく四つのジャンルから選定してお

り、図書の選定時や本の内容について、家庭

内で会話が生まれ、保護者と子供たちとのコ

ミュニケーションの増進も期待されるところ

です。 

 子供のころの読書経験は、将来の貴重な財

産となり、１人で本を読むだけでなく、家族

や友達と読むことにより、コミュニケーショ

ンを育むことが、この事業の目的の一つとも

なっています。 

 本市において、子供たちが読書の楽しさを

知るきっかけをつくり、自発的な読書活動に

つなげ、豊かな心を育むための一環としての

セカンドブック事業導入について、本市の御

見解をお伺いします。 

 以上で、私の一般質問を終わります。御答

弁をよろしくお願いいたします。 

○議長（小比類巻正規君） ただいまの春日

洋子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の第１点目、五輪メダルへ

の活用に向けた小型廃家電の回収運動につい

ては私から、その他につきましては教育長並

びに担当部長からお答えをさせますので、御

了承願いたいと存じます。 

 本年４月、公益財団法人東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会組織委員会が主

催する「都市鉱山からつくる！みんなのメダ

ルプロジェクト」が開始されました。 

 このプロジェクトは、国民に対して使用済

み小型家電のリサイクルへの協力を促し、回

収した小型家電から抽出される金属を用いて

東京２０２０大会の入賞メダルを製作するこ

ととしております。これは、国としてのリサ

イクルへの取り組みを国際的にアピールする

とともに、東京２０２０年大会以降も小型家

電リサイクル制度が定着していき、持続可能

な社会の実現につなげることも期待されてお

ります。 

 当市におきましても、国際交流スポーツセ

ンターが本年１０月にオープンを迎え、東京

オリンピック・パラリンピック競技大会に対

して、市民の関心も高くなっていく中、本年

５月に環境省から、小型家電リサイクル制度

に係る「都市鉱山からつくる！みんなのメダ

ルプロジェクト」についての紹介がありまし

たことから、当市でも７月に都市鉱山メダル

連携促進委員会に入会し、８月より市役所本

館１階ロビーに携帯電話専用小型簡易型回収

ボックスを設置し、メダルプロジェクトへの

参加・協力をいたしております。 

 また、メダルプロジェクトにかかわる広報

等につきましては、東京２０２０大会組織委

員会の定めた広報ルールによりまして、事前

承認が必要となりますことから、現在その手

続も進めているところでもあります。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） 行政問題の

第２点目、ペアレントトレーニングに係る当

市の取り組みについてお答えいたします。 

 知的障害や自閉症、アスペルガー症候群、

学習障害等の発達障害の症状は、通常、低年

齢において発現するものと定義されており、
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親のせい、児童本人の努力不足などの誤解を

受けやすく、早期に気づくことが困難なこと

から、相談支援までの期間が長いことも指摘

されております。 

 そうした障害のある子供を育てる保護者に

ついては、ストレス、不安、孤独感など、心

理面での支援ニーズがあり、その支援の仕組

みが早期に整備されることが望まれておりま

す。 

 ペアレントトレーニングは、そういった知

的障害や発達障害を持つ子供の保護者を対象

に、子供とのよりよいかかわり方を学びなが

ら、日常の子育ての困り事を解消し、正しく

子育てができるよう支援する、アメリカで開

発されたプログラムで、各都道府県の発達障

害者支援センターや民間の事業者等で実施し

ております。 

 青森県の発達障害者支援センターでは、保

護者に対するトレーニングは実施しておりま

せんが、発達障害の子供を持つ保護者に対

し、各種研修を実施、また、随時相談に応じ

るなど、支援事業を行っております。 

 当市では、乳児・幼児健康診査の実施、ま

た、発達障害児の支援事業では、発達に不安

を抱える保護者の気づきの機会として、遊び

を通して心身の発達支援や育児の情報交換が

できる遊びの広場や、保育所、幼稚園との連

携による５歳児発達相談を行っております。

さらに、障害があると判断された場合には、

民間の事業者が行っている障害児童のサービ

スへつなげております。 

 御質問のペアレントトレーニングにつきま

しては、発達障害や知的障害の子供を持つ保

護者への支援には有効なプログラムであると

考えますが、現在、青森県内で事業を行って

いる自治体、事業者がないため、先進事例に

ついて調査・研究し、専門的な知識を持った

人材の確保や具体的な方策についてなど、関

係課と連携して進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 また、今後建設予定であります(仮称)子ど

も館には、子育てに係る総合的な相談窓口を

設置することとしているため、遊戯室に設置

する遊具を有効に活用するなど、ペアレント

トレーニングのノウハウの要素を取り入れる

ことも視野に入れながら、発達に課題のある

児童に係る諸問題に取り組んでまいりたいと

考えております。 

 続きまして、福祉問題の認知症カフェにつ

いてお答えいたします。 

 高齢化の進展に伴い、国が平成２７年に策

定した認知症に対する施策、認知症施策推進

総合戦略、通称新オレンジプランでは、認知

症の人が住みなれた地域のよい環境で、自分

らしく暮らし続けるために七つの柱を掲げて

おり、その中の施策の一つに、認知症カフェ

の設置、推進が盛り込まれております。 

 三沢市における高齢化率は、平成２９年６

月末現在で２４.４％、６５歳以上の高齢者

９,７９４人のうち要介護認定者が約１,８０

０人、そのうち７割の方が認知症高齢者と判

定されております。 

 そのような中で、認知症カフェの設置は、

認知症の人やその家族が気軽に出かけられる

場所となり、地域の人、医療職、介護職、認

知症サポーターなどの専門職と相互に情報を

共有し、お互いを理解し合い、認知症の人の

介護者の負担軽減や認知症についての正しい

知識の普及を図ることで、認知症の人とその

家族を支える地域のつながりを深めていき、

地域づくりにつなげていく場になります。 

 認知症カフェの設置・開設状況は、平成２

７年度調査では、４７都道府県７２２市町村

にて２,２５３カ所運営され、青森県内では、

平成２８年度調査で、１０市町村にて２８カ

所運営されておりました。 

 当市の認知症カフェの取り組みについてで

ございますが、現在、介護福祉課内に検討

チームを設置し、カフェの内容や営業場所等

を含め、多方面からの情報収集、調整等を

行っており、市直営での年度内開設を目指し

てまいりたいと考えております。 

 なお、平成３０年度以降におきましては、

設置主体を介護サービス施設や事業者などと
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した開設も含め、地域の実情に応じた内容

で、さらに認知症カフェを増設するよう努め

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 教育部長。 

○教育部長（山本智香子君） 行政問題の第

３点目、市立図書館への書籍消毒機設置につ

いてお答えいたします。 

 三沢市立図書館の平成２８年度の利用状況

は、年間入館者数９万８,６２３人、貸し出し

冊数８万６,７２４冊であり、１日当たり約３

２０人が利用し、約２８０冊を貸し出してい

る状況となっております。 

 書籍の衛生管理につきましては、現在のと

ころ、図書館職員が本を貸し出す際や返却さ

れた際に、本を１冊ずつ確認し、必要と思わ

れる本のみ、消臭剤等を用いて手作業で処理

している状況となっております。 

 御質問の書籍消毒機設置につきましては、

これまでも市立図書館において検討がなされ

てきておりますが、設置経費、ランニングコ

スト、設置場所等の問題もあり、導入に至っ

ていない状況となっております。 

 しかしながら、既に書籍消毒機を導入した

自治体の事例を見ますと、稼働率が高い状況

であるとのことや、近年、書籍消毒機の性能

が向上し、また、維持コストが大幅に低減し

たことから、衛生面を向上させるため、当市

立図書館においても導入について、さらに検

討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 教育問題の１点

目、ＬＬブックの整備についてお答えしま

す。 

 文部科学省では、昨年度、学校図書館をめ

ぐる現状と課題を踏まえ、さらなる学校図書

館の充実を図るため、学校図書館ガイドライ

ンを定めました。 

 学校図書館における図書館資料のあり方に

ついては、発達障害を含む障害のある児童・

生徒や日本語能力に応じた支援を必要とする

児童・生徒の自立や社会参画に向けた主体的

な取り組みを支援する観点から、児童・生徒

一人一人の教育的ニーズに応じたさまざまな

形態の図書館資料を充実するよう努めること

が望ましいと示されました。 

 また、ガイドラインの例示として、点字図

書や音声図書をはじめ、ＬＬブックなども有

効であるとされております。 

 ＬＬブックのＬＬとは、春日議員一般質問

の趣旨説明にもありましたが、スウェーデン

語のレットレーストの略語で、易しく読める

という意味であります。 

 ＬＬブックは、知的障害、自閉症、読み書

き障害のある人、日本語を読むことが苦手な

人のために、絵や写真、絵文字や図表などで

意味をあらわしたピクトグラム、読みやすい

文章を使うなど、工夫してつくられた本のこ

とであります。 

 学校図書館におけるＬＬブックの効果とし

ては、障害のある子供や日本語の理解が苦手

な子供はもちろん、障害のない子供にとって

も図書選択の幅広げ、読書に親しむ習慣を促

すものと考えております。 

 御質問のＬＬブックにつきましては、数年

前から公立図書館に所蔵されるようになった

大変新しい分野の図書であります。 

 教育委員会といたしましては、市立図書館

において、本年度より蔵書を開始したところ

でありますことから、今後、学校図書館につ

きましても、ＬＬブックの整備を検討してま

いります。 

 以上でございます。 

 次に、教育問題の第２点目、セカンドブッ

ク事業導入についてお答えします。 

 子供の読書活動の推進につきましては、市

立図書館の事業といたしまして、毎月開催し

ております幼児を対象とした読み聞かせや、

季節ごとのテーマを設けた四季のおはなし

会、図書館を使った調べる学習などを行って

いるほか、今年度から小学校へ学校司書を派

遣し、市立図書館と学校図書館の連携をとり

ながら図書館の活用促進を図り、読書活動の
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推進に努めているところであります。 

 また、学校図書の充実を図るため、学校図

書費として必要な予算を確保し、図書を購入

しており、市内各小中学校におきましては、

朝の読書活動のほか、図書ボランティアや職

員による読み聞かせを実施しております。 

 平成２３年度からは、赤ちゃんと保護者が

絵本を開く楽しい体験と心触れ合うひととき

を持つきっかけをつくる目的として、ブック

スタート事業を始めて７年目となったところ

であります。 

 ブックスタート事業の効果といたしまして

は、乳児期に親子でブックスタートを体験す

ることで、子供の読書時間が増加することな

どが大学等の研究機関から示されており、当

市においても、これから成果が徐々に出てく

るものと期待をしているところであります。 

 御質問の当市において小学校１年生に本を

贈呈するセカンドブック事業の導入につきま

しては、先進的にセカンドブック事業を導入

している自治体の取り組み内容や、その効果

を調査・研究するとともに、学校司書を活用

し、市立図書館と学校図書館の連携・調整を

図り、市内校長会とも協議し、学校図書や学

級文庫の充実との兼ね合いも考慮の上、適切

な方策を検討してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 それでは、再質問させていただきます。 

 はじめに、行政問題の１点目の五輪メダル

の活用に向けた小型廃家電の回収について、

市長より御答弁をいただきました。 

 先日、ヒアリングの際にもお聞きいたしま

したところですけれども、事前承認の手続が

今なされているということでありました。で

すけれども、大変私もお恥ずかしい限りです

けれども、市役所ロビーに既に回収ボックス

が設置されていた。ヒアリングのときにはじ

めてお聞きして、うれしいやら、びっくりす

るやら、お恥ずかしいやら、そういう思いで

ございました。 

 この事前承認手続がなされた後に、市民の

皆様に公表する、周知に努めるのだというよ

うなところでしたけれども、このところの内

容をもう一歩詳しく御説明を願いたいという

ふうに思います。 

 そしてまた、あわせて三沢市においても、

ありがたいことにメダルプロジェクトに参加

していく方向であるとのことでありますけれ

ども、回収ボックス、現在は市役所ロビーに

１カ所ではありますけれども、今後、可能な

限り多くの場所に設置することが望ましいと

いうふうに考えております。このことから、

もし計画であれば、今後どのような場所に何

カ所設置していくか。増設をしていくべきだ

というふうな考えのもとに、この点について

お伺いをさせていただきます。 

 また、今後の取り組みの一つにもなります

けれども、メダルプロジェクトに参加してい

る自治体の中には、リサイクルフェスティバ

ルや消費者まつり、このようなイベント時に

回収をして、さらに機運を高めていく取り組

みをなされている自治体もあります。 

 このような観点から、三沢市としてはどの

ように広報活動をされていくお考えかをお聞

かせ願いたいと思います。 

 そしてさらに、市長の答弁にもございまし

たとおり、国また環境省におきましても、こ

のメダルプロジェクト終了後、ここで終わり

ではなくて、以前からこういう持続可能な社

会づくり、リサイクルの回収に向けて日本は

進んできているわけですけれども、今回特

に、２０２０年東京オリンピックに向けて、

国民総挙げで取り組んでいこうということの

一つの、メダルプロジェクト終了後の２０２

０年以降も、持続可能なリサイクルの促進に

つながることも期待されているところであり

ます。 

 そこで、参加後、それにかわる、現在は専

用の回収ボックスが届くわけですけれども、

今後ですけれども、それにかわるリサイクル

ボックスを設置して、継続して取り組むこと
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が大事ではないかというふうに考えておりま

す。 

 幾つか再質問させていただきましたが、こ

の点についてお聞かせいただきたいと思いま

す。 

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（繫 範雄君） 春日議員の

メダルプロジェクトに対する再質問について

お答えいたします。 

 まず、第１点目の事前手続に対する中身、

内容という再質問についてお答えいたしま

す。 

 まず、今回のメダルプロジェクトにつきま

しては、実行委員会というものが組織されて

おります。そこに、設置場所とか、どのよう

なイベントで使うかとか、全国の自治体がそ

の事務局を通して委員会本部に申請するとい

う流れになっております。その実行委員会で

は、全国からそういう申請が来ますので、定

期的に一括で大会本部のほうへ申請するとい

うことで、ある程度承認まで期間を要すると

いうことでございます。 

 現状におきましては、まだ広報の承認は届

いておりません。それが現状でございます。 

 それと、回収ボックスをふやす考えがない

かということの御質問にお答えいたします。 

 現在、市役所の庁舎１カ所ということで、

今、実施しておりますが、ロビーでの回収

ボックスの回収状況を見ながら、盗難防止な

ど、回収ボックスを適切に管理できる場所を

今後検討してまいりたいと思います。 

 あと、３点目ですけれども、いろいろなイ

ベントで回収をしている自治体もあると。三

沢市ではどのように広報するかという御質問

に対してお答えいたします。 

 こういうイベント時のボックス設置という

のも、実は事前承認の対象のものになってお

ります。ですので、今後、三沢市でさまざま

なイベントを実施する際、設置可能か、先ほ

ども言いましたように、盗難防止の環境が

ちゃんとつくれるかというものを検討しなが

ら、事前承認に向けた検討を進めてまいりた

いと思います。 

 そして、４点目の、今回のプロジェクトの

終了後、代替ボックス等をどうするのか、設

置する考えはないのかという御質問にお答え

いたします。 

 今回は、オリンピック大会に向けた回収に

限定されているわけでございますが、小型家

電そのものの回収というものは平成２５年か

らスタートしております。三沢市としても平

成２７年から、燃やせないごみという形で広

報活動を続けてまいっております。その時点

でも、特別、回収ボックスを設けることな

く、清掃センターに集められました小型家電

を人の手でピックアップという、そういう

ピックアップ方式で現状でも行っておりま

す。 

 今回、実行委員会から配付されました回収

ボックス、これは実は東京大会が終わって

も、ボックスそのものは活用は可能でござい

ます。ですので、そのボックスのある程度耐

用年数といいますか、使える状態にもよりま

すけれども、それはそれとして使っていきた

いと思っています。 

 ただ、一般的な小型家電のリサイクルとい

うものは、現状で行っているピックアップ方

式、一応これで実施してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。 

 いろいろさまざまに国からの方針等々があ

りますので、一足飛びに、思うようには進ま

ないだろうというふうに思いながらお聞きし

ておりましたけれども、今後、回収ボックス

を、盗難防止等々もありますけれども、しっ

かりとした盗難防止のそういう回収ボックス

になされているのではないかと、一見してそ

のように感じました。 

 ですので、確かに市役所は中心の場所では

ありますけれども、せっかくそういう思いが

あった方が、利便性を高める、より回収がし
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やすいという環境を整える面では、可能な限

り場所を設置すべきではないかと、そんなふ

うにも思っておりますし、それとともに…

…。ただいまの答弁に対する再々質問をさせ

ていただきます。 

 最後の燃えないごみ、燃やせないごみとし

て回収しているということでありますけれど

も、それは自然な流れで、そういうふうには

なっているだろうということは以前から承知

の上ではありますけれども、やはり目で訴え

る、形で訴えていくということが、やっぱり

意識を高めていくということでは、回収ボッ

クスがあるか、ないかでは、非常にまた効果

の出方が違うのではないかなというふうに私

は思っているものであります。 

 ここの部分、せっかくオリンピックに向け

て機運が高まってきた。それは私は数ではな

いと思うのです。いかに意識をより高めてい

くための一つのツールとして必要ではないか

ということを、これまでも強く思っておりま

したので、この点について再々質問に答弁を

お願いいたします。 

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（繫 範雄君） 春日議員の

リサイクルそのものに対する機運をもっと高

めるべきではないかという再々質問について

お答えいたします。 

 先ほども答弁いたしましたが、小型家電リ

サイクルというのは、東京オリンピックで終

わるものではございません。終わった後も長

く推進していかなければいけないものと認識

しております。 

 ボックスの件ですけれども、先ほども答弁

申し上げましたが、三沢市の方式として、以

前検討した際にも、回収ボックスに向けた検

討がなされております。結果として、燃やせ

ないごみとして出していただくという形で、

２年ほど、２７年、２８年と２カ年経過して

おりますが、ある程度の実績が出ておりま

す。２７年度、これは小型家電ですけれど

も、２万６,６４０キロ、平成２８年度におき

ましても２万８,１４０キロと、ある程度の実

績を残すことができております。 

 ですので、先ほど申しましたように、現

在、実行委員会からいただいている携帯電話

専用のボックスにつきましては、使えるだけ

使っていきたいと考えております。その後

は、現状で実施しているピックアップ方式

を、これまた広報なり啓発という形では取り

組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 再々質問に係る答

弁ありがとうございました。 

 次に、２点目のペアレントトレーニングに

ついて再質問させていただきます。 

 福祉部長から、ペアレントトレーニングを

進めるに当たって、県内では、現在、先進的

に取り組んでいる事例がないので、全国的

に、先進的に取り組んでいるそういう事例

等々も調査・研究してまいりたいとの趣旨の

御答弁をいただきました。大変丁寧な御答弁

で、よく理解させていただきました。 

 そこで、私たち議員はさまざまな機会を得

て、全国の自治体、先進事例等々を視察させ

ていただきまして、本市に沿った施策等々、

参考にさせていただく機会を多くいただいて

いるところであります。 

 このペアレントトレーニングを進めるに当

たっては、埼玉県、また東京都の国立市など

で、ほかにもございますけれども、先進的に

取り組んでいる自治体があるわけです。です

ので、私は現場で学ぶことが大事だと思って

おります。確かにパソコン、さまざまなツー

ルで学ぶ機会も多くございますけれども、現

地に行って、取り組んでいる人たちの声、そ

して、さまざまな創意工夫を学ぶことが非常

に身になるものだというふうに常日ごろから

思っております。 

 そこで、今後、展望を持ってペアレントト

レーニングを進めるに当たっては、担当職員

の研修、視察ということが非常に大事だろう

というふうに私は思っておりまして、積極的

に実施していただきたい、また、後押しをし
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ていただきたいというふうにも思っておりま

す。 

 そこで、担当職員の研修、視察について、

積極的に実施するお考え、そこを後押しして

いくのだという、そういう思いがおありにな

るか、副市長より再質問への御答弁をお願い

いたします。 

○議長（小比類巻正規君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） ペアレントト

レーニングに係る担当職員の研修についてお

答えいたします。 

 このペアレントトレーニングの考え方と申

しますか、エッセンスの部分は、当市が積極

的に推し進めております子育て支援の充実、

さらには障害福祉への深い理解、これらにつ

ながり、ひいては市民サービスの質の向上に

つながるものと考えております。 

 そこで、担当職員の研修については、積極

的に後押ししたいと考えております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 副市長、再質問の

答弁ありがとうございました。ぜひよろしく

お願いいたします。 

 次に、再質問ですけれども、教育問題の１

点目のＬＬブック整備について再質問させて

いただきたいと思います。 

 導入している小学校の校長先生は、ＬＬ

ブックを通して、子供たちが障害者を理解す

る、周りの子供たちも、きっかけになってほ

しいと話されています。 

 また、子供たちにこのような幅広いジャン

ルの本を知ってもらうことは、非常に大切で

あるというふうにも思っておりまして、今

後、整備が進むことを願っているものでござ

いますけれども、先ほど教育長の答弁の中

で、図書館にＬＬブックが整備されていると

いうような受けとめでよろしいでしょうか。 

 私も先日、私は資料でさまざまＬＬブック

を拝見して、きょうここに間に合わなかった

ものですから、図書館に行ってみましたら、

館長さんとお話をしましたら、１冊あった。

それは既に貸し出しをしたということであり

ましたけれども、そういう受けとめでよろし

いでしょうか。 

 私は、１冊はいかがなものかとどうしても

思うわけです。多くの方に触れる。 

 ＬＬブックという本は、リストを見ます

と、さまざまな本がもちろんございます。申

し上げるまでもなく、教育委員会の皆様もも

ちろん御承知のこととは存じますけれども、

さまざま、選び方だと思いますけれども、そ

ういうことで、まずは図書館であるけれど

も、それはもちろんそのとおりでありますけ

れども、教育委員会としては、各小学校へ、

ぜひＬＬブックの整備について推進していっ

ていただきたい。このように積極的に呼びか

けてくださる、そういうお考えがあるので

しょうか。再質問させていただきます。 

○議長（小比類巻正規君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えし

ます。 

 春日議員御指摘の小学校への具体的整備に

ついては、議員御提言の趣旨も踏まえ、新た

な特別支援教育の図書整備として、しっかり

と検討してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。ぜひよろしくお願いいたします。 

 済みません。先ほど質問の順番から再質問

が飛んでしまいまして申しわけありません。 

 行政問題、３点目の市立図書館への書籍消

毒機設置についてですけれども、教育部長か

ら、これまでもさまざまに検討してきて、書

籍消毒機については、稼働率、また性能

等々、コスト面等でもさまざま改善されてい

て、さらに検討してまいりたいということで

ありましたけれども、私は前向きに受けとめ

ましたので、設置に向けて前向きに御検討い

ただけるものと、そのように認識をさせてい

ただきまして、特に再質問はございません。 

 これについては、今後、設置に向けてのさ

まざまな手順があるかと思いますけれども、
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最終的には、財政部局の御理解を期待した

い、そのように思っております。再質問では

ございません。 

 そして次に、福祉問題の認知症カフェにつ

いての再質問をさせていただきます。 

 ありがたいことに、先ほどの福祉部長の御

答弁では、三沢市直営での認知症カフェを設

置していくというお考え、御答弁をお聞きし

て、大変朗報であるというふうに、うれしく

思っているところでございます。 

 そこで、きょうこの段階で、差し支えなけ

れば、どのような内容での設置を具体的に御

検討されているのか、参考にお聞かせいただ

きたいと思います。 

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の認

知症カフェの、現在考えている開設内容につ

いてお答えいたします。 

 現在考えている内容といたしまして、月に

１回の開催、それから、カフェと名前がつい

ておりますので、お茶やお菓子を囲んで、専

門職による講話、ゲーム、体操など、参加者

に合わせたいろいろな催し、それから、お話

をしまして、そのお話の中で情報共有や精神

的負担を軽くするような内容で過ごしていき

たいというふうに想定しております。 

 参加者としましては、認知症の方、その御

家族、地域の住民、専門職、ボランティア等

を考えております。 

 また、ネーミングについてですけれども、

認知症というキーワードはあえて使わずに、

気軽に集まってもらえるようなネーミングに

したいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。 

 市直営ということが非常にすばらしいなと

思っておりまして、これから本当に地域の中

で、認知症の御本人、御家族、地域の方がよ

り理解を深めながら、よりよい人生を歩んで

いただきたい、そのような思いでおります。

ぜひよろしくお願いいたします。ありがとう

ございます。 

 最後に、再質問でありますけれども、あち

こちで申しわけありません。教育問題の２点

目のセカンドブック事業導入について再質問

させていただきます。 

 先ほどの質問の要旨の中でも申し述べさせ

ていただきましたけれども、セカンドブック

を行っている全国の自治体の取り組みを見ま

すと、贈呈する子供たちの年齢はそれぞれで

す。セカンドブックのみならず、サードブッ

クも実施している自治体もございます。です

から、人への投資、未来を託す子供たちへの

投資は惜しむべきではないということを私は

常々強く思っている一人であります。 

 本当に読書運動、市でもさまざまな、学校

では朝の読書運動等々、図書館の充実等々も

精いっぱい努めていただいていると思います

けれども、さらに、４カ月健診のブックス

タート事業、ここは保護者、ママが絵本を与

える、本を読み聞かすには年齢は問わずなの

だと。赤ちゃんのときからどんどん積極的に

本に親しませていく。親子で、そういう環境

づくりのスタートではないかというふうに私

自身は受けとめておりまして、次のステッ

プ、これはたまたま私が目にした事例では、

先ほど御紹介をさせていただいた埼玉県鴻巣

市では小学校１年生が。また、全国の中では

小学校１年生、中学校１年生、こういうふう

にして節目節目に贈呈している事例もありま

して、私は、三沢市ならではのセカンドブッ

ク事業というものはぜひ進めていっていただ

きたいというふうに思っております。 

 そして、大変申しわけありませんけれど

も、再質問への御答弁は市長からお聞かせい

ただきたいと思います。人への投資というこ

とで、何をやるにも予算がかかることであり

まして、私は、教育、学び、どの世代でもお

金はかかるものでありますけれども、子供た

ちへの投資を惜しむべきでない。こういう強

い観点にもとに、市長より、このセカンド

ブック事業について、今後に向けての御見解
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を最後にお聞かせ願いたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

○議長（小比類巻正規君） 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。 

 そういう問題については、非常に不勉強な

わけでありますけれども、いずれにいたしま

しても、教育の問題は、これは人づくりの最

も重要な課題でありますので、それに限らず

勉強して対応してまいりたい、このように

思っております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 以上で、春日洋

子議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 佐々木卓也議員の登壇を願います。 

○３番（佐々木卓也君） 市民クラブの佐々

木卓也が、通告に基づきまして、市政に関す

る一般質問をさせていただきます。 

 今回は、若者の雇用促進についてお伺いい

たします。 

 本年８月の月例経済報告では、我が国経済

の基調判断として、景気は緩やかな回復基調

が続き、雇用情勢については改善しており、

景気の先行きについては、雇用、所得環境の

改善が続く中で、緩やかに回復していくこと

が期待されるという内容でありました。 

 また、本年５月発表の地域経済動向におけ

る東北地域の景気についても、一部に弱さが

見られるものの、緩やかな回復基調が続いて

おり、雇用情勢は着実に改善され、有効求人

倍率は上昇し、完全失業率は前年同期を下

回っているという内容でありました。 

 しかし、８月１８日付の朝刊各紙で、共同

通信が６月から８月にかけて全国の自治体を

対象に実施したアンケート調査の結果が掲載

され、景況感が昨年末と比べて上向いている

とした全国の市区町村は１７％にとどまる

中、都道府県では半数を超える２６府県が上

向きと答えており、より地域に密着している

市区町村の景況感とは開きがあり、日本経済

の緩やかな回復基調が地方には、その実感が

行き渡っていないことが浮き彫りとなりまし

た。 

 さて、青森労働局は、本年７月に、今春の

県内新規高卒者の最終就職状況について、就

職率が９９.９％で、就職希望者３,３６８人

のうち３,３６６人が就職し、就職先の内訳

は、県内が１,９１７人、 構成比５７％、県

外が１,４４９人、 構成比４３％で、県外の

就職先で最も多かったのは東京都の７１５

人、次いで宮城県が１６８人、そして神奈川

県が１６７人と続いたことなどを発表しまし

た。 

 私は、この発表の中で特に注目したこと

は、新規高卒者の県内求人数は４,８７１人、

求人倍率は２.５４倍で、過去最高であったと

いうことであり、問題は、求人があっても県

外に就職してしまうということだと思いま

す。 

 都会への憧れもあるでしょう。夢を持って

可能性にチャレンジすることは大変すばらし

いことであります。しかし、地元に残りたく

ても自分の求める仕事がない。あるいは自分

の求める仕事を探せないということで、やむ

なく地元を離れる人もいるというのが実情で

はないでしょうか。その裏返しとして、県内

企業は人手不足に陥っており、このことは、

地域経済活性化への道を断ち切る負のスパイ

ラルの始まりにほかなりません。 

 そこで、この夏に放送されたＮＨＫの「ど

んとこい！人口減少～仕事がないってホン

ト？～」という番組で、地元を出ていく若

者、人手不足に悩む企業にスポットを当て、

働く場所、仕事をテーマに、学生や企業経営

者などが成功事例をもとに討論しながら解決

策を見出していこうという内容でありまし

た。 

 東北地方は、本年４月、有効求人倍率１.４

２で、人手不足の状況が続く中、学生から

は、地元が好きだが働きたい仕事がなく、仕

方なく地元を離れる。地元に貢献したいが、

都会への憧れがある。都会には人と情報があ

ふれ、可能性があるという意見が出されてい
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ました。 

 番組では、八戸地区の企業に対して行った

自社のアピールポイントに係るアンケート調

査結果が紹介され、１位－社会的意義があ

る、２位－経営理念、３位－福利厚生、４位

－勤務時間、５位－賃金という結果であり、

これに対し、学生へのアンケートでは、就職

に際し重要視する条件として、１位－賃金、

２位－福利厚生、３位－勤務時間、４位－社

会的意義、５位－経営理念という結果であ

り、企業と学生の間には大きなギャップがあ

ることが浮き彫りにされていました。 

 学生の奨学金の返済があるから賃金が高い

ほうがいいという言葉もうなづける話でもあ

りますが、ここには、給付型奨学金の必要性

も見え隠れしているところでもあります。 

 番組では、このアンケート結果から、企業

と学生の本音での対話が必要であるとし、企

業の成功事例として、ホームページで明るい

会社をアピールし、社内では、新入社員の悩

み事解決のために相談システムをつくるとと

もに、入社後３年間で違う職種の経験をさ

せ、適性を見きわめることで若者の定着率が

高まり、１０代、２０代の社員が４割を占め

るまでになった会社や、ワークライフバラン

スに配慮し、残業の減、休日の増に取り組

み、今の仕事のやり方に無理や無駄がないか

チェックし、短時間で効率的に働く仕事への

取り組み方法を編み出したことにより、出産

後の復帰率が１００％となった会社、そし

て、社内でやりたい仕事がないならばつくる

ということで、ＵＩターン社員が持つスキル

を積極的に生かすことで、社員のやりがいに

もつながる新たな仕事を創造し、ＵＩターン

社員が半数に達した会社が紹介されていまし

た。 

 結論として、若者が地元で就職できるため

には何から始めるかということに対しては、

企業も若者も変わらざるを得ないというこ

と。つまり、若者は視点を変え、選択の幅を

広げ、企業も選ばれる企業になるために努力

をし、若者と企業のギャップをなくしていく

ことで、人材の流出に歯どめをかけていくこ

とが重要であり、このことに気づいた地域か

らチャンスがめぐってくるというものであり

ました。 

 さて、青森労働局は、県内の高校を来春卒

業する生徒に対する７月末現在の求人状況を

公表し、県内企業の求人倍率は１.７８倍で、

統計が残る１９９４年３月卒以降で、過去最

高だった前年同月をさらに０.２２ポイント上

回ったという内容であり、人手不足を背景に

県内の求人数が伸びていることが、求人倍率

の増につながっているということでありまし

た。 

 そして、８月４日の東奥日報朝刊には、

「本県工業高生流出を防げ」という見出し

で、青森県が危機感を持ち、県内の物づくり

関連企業の情報を早期に生徒に伝えること

で、職業選択の幅を広げ、若手の人材流出に

歯どめをかけるため、本年度、工業高校生等

県内就職促進事業として関連予算を計上し、

取り組みを実施していることが紹介されてい

ました。 

 三沢市総合振興計画後期基本計画では、雇

用の創出、雇用の確保は、市が抱える最重要

課題であり、そのため、産業への支援により

人材育成による地域の産業基盤の強化や、地

元企業との連携により雇用創出に努めると記

載され、このことは、まち・ひと・しごと創

生総合戦略にもうたわれています。 

 また、平成２８年度市民意識調査でも、定

住への影響度が比較的強いのに満足度が低い

ため、今すぐ取り組むべき緊急課題として、

雇用、産業振興が挙げられています。 

 そして、平成２７年に制定した中小企業振

興条例においても、市内企業の大多数を占め

る中小企業が地域経済や市民の雇用を支えて

きたことや、市の責務として、中小企業者等

の実態を把握するとともに、中小企業者等の

意見を聞き、適切に施策の推進に反映するよ

う努めなければならないこと。施策の推進に

当たっては、国、青森県、中小企業者等、中

小企業団体、大企業者、金融機関及び市民の
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連携を促進するよう努めなければならないと

し、中小企業者等の責務としては、みずから

が地域経済の基盤を形成していることを認識

し、従業員の福利厚生の充実をはじめとする

雇用環境の整備、雇用の維持及び創出並びに

人材育成に努めるものとすると規定されてい

ます。 

 そこで、これらの状況を踏まえまして、質

問させていただきます。 

 まずは、本市の経済状況、雇用情勢をどの

ように捉えているのか、お伺いします。 

 次に、２点目として、本市の新規高卒者の

就職率、市内及び市外への就職者数、市内有

効求人倍率についてお伺いします。 

 次に、３点目として、若い世代が結婚して

子供を産み育てていくためには、安定した雇

用と一定の所得が必要であり、また、若者の

地元定着を図るためにも、正規雇用を確保し

ていくことが大変重要になると思いますが、

市内に就職した新規高卒者の正規雇用、非正

規雇用の割合についてお伺いします。 

 最後に、４点目ですが、私は、若者と企業

のギャップを解消していくためには、産業

界、学校現場、行政が三位一体となって取り

組んでいく必要があると思います。そしてそ

の中で、市として、若者、企業、双方への

リーダーシップを発揮していかなければなら

ないと思います。そこで、若者の雇用促進、

市内企業の人材確保に向けた市の取り組みに

ついてお伺いします。 

 以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどをよろしくお願い申し

上げます。 

○議長（小比類巻正規君） ただいまの佐々

木卓也議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの佐々木議

員御質問の若者雇用促進についての第４点

目、若者雇用促進、市内企業の人材確保に向

けた市の取り組みについては私から、その他

につきましては副市長並びに経済部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと存じ

ます。 

 若者の雇用促進に対する取り組みといたし

ましては、企業誘致のほか、平成２３年度か

ら平成２７年度まで、三沢市雇用創造推進協

議会を組織し、起業家や人材育成のためのセ

ミナー開催などを積極的に推進するととも

に、組織解散後におきましても起業家支援な

どの補助金制度や、あるいはセミナー開催、

専門家による創業相談等により、雇用促進に

努めてきたところであります。 

 しかし、その一方で、進学などを機に市外

へ出た若者が地元に戻らない傾向が強く、こ

れが市内企業における人材不足の大きな要因

になっております。 

 そのようなことから、人材確保に向けた新

たな取り組みが必要と考え、その取り組みの

一つとして、現在、各学校が実施している、

いわゆるキャリア教育などと関連させなが

ら、小中学校、高等学校、教育委員会、中小

企業と連携し、児童・生徒のうちから地元企

業に触れ、関心を高める施策も検討している

ところであります。 

 また、３年以内に離職に至るケースが、職

を離れるケースが多い現状を踏まえ、県とと

もに連携しながら、早期離職の防止に向けた

対策も検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 これらをはじめとする雇用対策は、当市の

最重要課題の一つでありますことから、今後

も産学官、県の連携を強化して、効果的な施

策に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 御質問の第１点

目、当市の経済状況、雇用情勢をどのように

捉えているかについてお答えいたします。 

 財務省東北財務局青森財務事務所の平成２

９年７月の県内経済情勢報告によりますと、

消費、生産、雇用の動向等がおおむね堅調に

推移していることから、現在の県内経済は緩
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やかに持ち直しているものと発表されており

ます。 

 しかしながら、当市においては、消費の停

滞や人手不足の影響もあり、根本的な経営環

境は改善されておらず、多くの中小企業や小

規模事業者は景気の回復を実感できない状況

が続いているものと認識しております。 

 このような経済状況の中、平成２９年７月

の県内の有効求人倍率は１.２４倍で、前年同

月を０.１５ポイント上回っております。ま

た、三沢公共職業安定所管内の有効求人倍率

は１.０７倍で、前年同月を０.０７ポイント

下回っている状況にあり、求人数も減少して

いることから、数字上、当管内の雇用情勢

は、昨年度と比べると幾分、求職者にとって

厳しい状況になっております。 

 その一方で、市内企業の方々から、求人を

出してもなかなか人が集まらないとの声を以

前にも増して聞くようになっております。こ

のことから、人手不足の状況は、より深刻な

状況になっているものと認識しています。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 御質問の第２点

目及び第３点目についてお答えいたします。 

 なお、当市だけの統計資料がないため、三

沢市に六戸町、おいらせ町を含めた三沢公共

職業安定所管内の数値でお答えいたします。 

 まず、第２点目の本市の新規高卒者の就職

率、就職者数、市内有効求人倍率についてで

ありますが、平成２９年３月の三沢公共職業

安定所管内の新規高卒者のうち２０７人が就

職を希望し、管内に就職した者が４２人、こ

れに対する求人数は２９４人で、求人倍率は

７倍でありました。 

 なお、県内も含めた管外への就職者が１６

５人で、２０７人全員が就職したところであ

ります。 

 次に、御質問の第３点目、市内に就職した

新規高卒者の正規雇用、非正規雇用の割合に

ついてでありますが、平成２９年３月の管内

新規高卒者の市内への就職者につきまして

は、全員が正規雇用となっております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 佐々木卓也議

員。 

○３番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 それでは、何点か再質問させていただきま

す。 

 １点目については再質問はございません。

人材不足ということで、状況が続いていると

いうふうなことで認識をいたしました。 

 それで、２点目の三沢管内の有効求人倍率

についてなのですけれども、答弁では７倍と

いうことで、これはすごい数字だとは思いま

した。これだけ求人があるのに、三沢管外に

流出してしまう原因は、先ほども申し上げま

したけれども、都会への憧れだとか、いろい

ろとあろうかとは思いますけれども、市のほ

うとしては、これだけの有効求人倍率がある

ことに対して流出してしまう原因は何だとお

考えでしょうか、お知らせ願います。 

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） ただいまの再質

問の、求人はあるのに管外へ流出する原因は

何だと考えるかとの御質問にお答えいたしま

す。 

 理由としては、先ほど質問の際にも出てい

たような理由があろうかと思います。地元で

働きたいが働きたい仕事がない、あるいは見

つからない。都会への憧れがある、都会には

自分を生かせる可能性がある、都会のほうが

給料が高いなどのイメージや要因があるもの

と考えております。 

 したがいまして、そのような要因に対し、

行政と企業が連携し、市長の答弁にもありま

した対策などを講じていく必要があるものと

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 佐々木卓也議

員。 

○３番（佐々木卓也君） 答弁ありがとうご

ざいました。 
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 これに関しましては、そのようないろいろ

なイメージだとかということで、今後、対策

をとっていくのだということであります。後

の質問での議論もありますので、これについ

ては、これで終わりたいと思います。 

 次に、３点目の正規雇用、非正規雇用の割

合、これについては、新規高卒者全て正規雇

用だったということで、これは大変すばらし

いことだと思っております。 

 もし、ここでおわかりになれば、新規高卒

者に限らず、三沢市全体の非正規雇用の割合

というものがわかりましたらお知らせいただ

きたいと思います。 

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 新規高卒者に限

らない正規雇用、非正規雇用の割合というこ

とにつきましてお答えさせていただきます。 

 先ほどは管内の話をさせていただきました

が、これにつきましては、平成２７年の国勢

調査の資料に基づいた数値でございますの

で、三沢市に居住する方々の数値ということ

になります。就労者数１万９,６２５人、その

うち正規雇用は１万１,３７３人、全体の５８

％に当たります。非正規雇用は８,２５２人、

約４２％でございます。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 佐々木議員。 

○３番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。 

 ２７年の国勢調査の結果ということで、三

沢市の就労者の非正規雇用の割合が４２％と

という御回答いただきました。 

 ここで、総務省統計局で、本年４月から６

月の労働力調査というのがありまして、その

中で、非正規雇用になった理由というものを

尋ねた内容がありまして、その中では、自分

の都合のよい時間に働きたいからだとか、家

計の補助、学費等を得たいから、これが上位

二つを占めているのですけれども、これは、

もしかしたら女性だとか学生だとかという方

が多いのかなと思いますけれども、３番目と

して、正規の職員、従業員の仕事がないから

ということで非正規雇用となったということ

の統計の結果がありました。 

 私は、少なくとも正規の職員、従業員の仕

事がないからということを理由とした非正規

雇用者の正規雇用化を図っていかなければな

らないと。国、県等でも実施されていると思

いますけれども、市としても取り組むべきと

考えますが、そのことについて三沢市のお考

えをお伺いします。 

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） ただいまの非正

規雇用を望んでいないのに非正規雇用になっ

ている、そういう方々に対する正規への促進

というような質問に対してお答えいたしま

す。 

 青森労働局では、平成２７年度に、青森県

正社員転換待遇改善プランというものを策定

し、職業相談や助成金の活用促進、キャリア

アップ支援など、各種取り組みを推進してお

ります。当市といたしましても、これら労働

局が実施している事業を、市ホームページを

活用して市内企業に対し周知を図っていると

ころであります。 

 また、福祉関係では、資格取得のため、高

等職業訓練促進給付金を支給しているところ

であります。 

 三沢市でも、現在、これに加えて、中小企

業振興条例の中で、各企業が雇用促進を図る

ために、人が集まらない状況の中でどのよう

なことをやったらいいかということを、今、

確保策についていろいろ検討している中で、

補助金制度の話や、それぞれの企業を支援す

る方策について検討しているところでありま

す。 

 そのような内容を踏まえて、今年度できる

ことは今年度やりながら、来年度に向けて、

そのような検討の中で、さらに非正規雇用を

正規雇用にしていく施策を講じてまいりたい

と考えております。 

○議長（小比類巻正規君） 佐々木議員。 

○３番（佐々木卓也君） 議長のお許しをい

ただきまして、先ほどの私の質問で、家計の



― 25 ― 

補助だとか、それから、自分の都合のよい時

間に働きたいから女性と言ったのですけれど

も、女性という意味ではなくて、主婦だと

か、そういう意味合いだということでとって

いただきたいと思います。全女性がそうだと

いうわけではありませんので、申しわけござ

いませんでした。 

 それでは、最後の４点目の若者の雇用促

進、市内企業等の人材確保に向けた市の取り

組みについて、市長からいろいろと御答弁い

ただきました。ありがとうございました。 

 その中で、いろいろと取り組んでいくので

すけれども、私は、その中で市内への雇用促

進に係るＰＲ方法、これについて再質問した

いと思います。 

 厚生労働省の平成２７年の賃金構造基本統

計調査によれば、一般労働者の都道府県別の

賃金水準が最も高かったのは東京都の３８万

３,０００円、そして青森県は２３万５,６０

０円ということで、全国平均からも大きく引

き離されていました。 

 そこで、賃金が都会と比べて低いなら低い

で、ＰＲ方法を考えて、三沢市の中小企業で

あっても、すぐれた技術力を持って頑張って

いる企業の紹介だとか、さらには、三沢市の

よさ、それから、三沢での将来設計を含めた

暮らしやすさをＰＲし、若者に地元や地元企

業の魅力を発信する方法も有効ではないかな

と考えるところであります。若者の市内への

雇用促進に係るＰＲ方法について、今後どの

ように取り組んでいくのか、お伺いします。 

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 先ほど市長の答

弁にもありましたように、まず１点目として

は、人材確保のためには、地元に住んでいる

方々が地元に就職したいと、それを進めるこ

とが、まず最初に大事だと思っています。外

から求めるよりも、まず、地元に住んでいる

方々が愛着を持って、三沢市に住みたいのだ

と。 

 したがいまして、先ほどありましたよう

に、地元の企業の方々、自分たちのところは

こういう魅力を持っているのですよ、こうい

う特徴があるのですよと、そういうようなこ

とを、高校を卒業するまでの間に、小さいと

きからＰＲしていく、これがまず第一に必要

なのだろうというふうに考えております。 

 その次に、一旦はやはり東京に出てみたい

という方々、そして、もともと都会に住んで

いる方々、その方々に対しても、要するに三

沢市はこういう魅力があるのですよと。それ

は起業の面、それから農業等の面を含めて、

どちらかというとＩターン等については、ど

こかに就職するというよりは、こちらのほう

で起業をするという方の割合が多いというふ

うに伺っております。そういう方々を含め

て、三沢市の特性を、いいところを発信しな

がら、ＵＩＪターンそれぞれの誘導施策とい

うものを、今行っている移住・定住対策の補

助金などを含めて、連動させて誘導を図って

まいりたいというふうに考えております。 

 また、先ほど出た女性の面について、やは

り女性の方で、結婚を機に、また、出産を機

に企業をやめるという方々が結構おります。

そういう方々についても、男女共同参画等を

含めて、要するに自分が働きやすい、旦那さ

んの協力が得られる、家庭でのそういう部分

で支援していただけるような、そういう施策

も講じながら、全体で女性の雇用もふやしな

がら、雇用促進、人材確保を図ってまいりた

いというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 以上で、佐々木

卓也議員の質問を終わります。 

 この際、午後１時まで休憩いたします。 

午前１１時３０分 休憩   

──────────────── 

午後 １時００分 再開   

○議長（小比類巻正規君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 ここで、議長を交代します。 

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 
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 田嶋孝安議員の登壇を願います。 

○２番（田嶋孝安君） ２番拓心会田嶋孝安

でございます。通告に基づきまして一般質問

させていただきます。 

 現在、三沢市において、本格的な少子高齢

社会を迎えた今、高齢者が生き生きと社会に

参加できるまち、障害者などを地域社会で支

え合うまち、安心し子供を産み育てるまちづ

くりに対して積極的に取り組みがされてい

る。 

 真新しい施設を見ると、とても使いやすく

バリアフリーが施され、多くの市民または市

外からの来訪者にとっても、わかりやすく利

用しやすい施設ができている。 

 また、バリアフリーは、イメージで思われ

ることは、障害者や高齢者のために施すもの

と捉えられやすいが、決してそれだけではな

く、小さいお子さんがいる親御さんやその家

族、ふだんは健康に暮らしている私たち自身

においても、けがや治療や術後を考えると、

施設がバリアフリーである、ないでは、自立

した生活環境は大きく違いを見せることにな

ると考えます。 

 さらには、三沢市は、世界の障害者スポー

ツの祭典である２０２０年東京五輪・パラリ

ンピック合宿の誘致を目指し、日々努力され

ているところです。三沢市民はもとより、多

くの方々が注目し、かつ、国外の方々にも三

沢市のよさを売り込むすばらしい機会と感じ

ます。そのために、三沢市の住みやすさを体

験していただく機会を逃すことなく、さらに

アピールポイントとしても利用していただき

たいと考えます。 

 そして、毎年のように各地で災害が起き、

避難の様子が報道されており、公共施設の避

難について考えさせられます。市の公共施設

は、もちろん避難場所として使用されること

から、各施設のバリアフリー化に対してどの

ように対応されているかが懸念されます。新

しい施設はもちろんですが、今後においても

使用していく古い施設などに対しても、バリ

アフリー化に対して積極的に推進していくべ

きと考えます。 

 そこで、２点伺います。 

 一つ目は、三沢市総合振興計画の後期基本

計画において、１、健康で助け合うまちづく

りの５、障害者福祉の充実では、公共施設の

バリアフリー化を推進するとともに、民間業

者、各種団体、市民などに対し、重要性につ

いて理解の推進を図ることとしております

が、これまでの進捗状況と取り組み状況につ

いて伺います。 

 二つ目は、公共施設のオストメイト対応な

どの多目的トイレ設置状況及び市民への周知

方法について伺います。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○副議長（太田博之君） ただいまの田嶋孝

安議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの田嶋議員

御質問の福祉政策の第２点目、公共施設のオ

ストメイト対応等の多目的トイレ設置状況及

び市民への周知方法については私から、第１

点目の公共施設のバリアフリー化の推進状況

と取り組み状況については福祉部長からお答

えをさせますので、御了承願いたいと思いま

す。 

 オストメイト対応トイレとは、御案内のと

おり、人工肛門、人工膀胱の方の排せつ処理

のためのトイレであります。トイレの設置に

よって、オストメイトの方が安心して外出で

きることになります。 

 現在、当市の身体障害者手帳所持者のう

ち、膀胱または直腸機能障害者の方は、平成

２９年７月現在では７４名となっており、対

象人数は年々増加傾向にあります。 

 公共施設の建物内のオストメイト対応トイ

レの設置状況といたしましては、三沢市役所

別館、国際交流スポーツセンター、市立三沢

病院、公会堂、くれ馬ぱーくのそれぞれの多

目的トイレに設置されており、総合社会福祉

センターについては、本年度、設置を計画い

たしております。 
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 また、公園につきましては、ホスピタル

パーク、五川目ふるさと広場の多目的トイレ

に設置されているところであります。 

 市民への周知方法といたしましては、広報

みさわ１１月号に、公共施設及び市内各所の

オストメイト対応トイレの特記記事を掲載す

る予定となっており、現在、準備を進めてい

るところであります。 

 今後におきましては、広報みさわへの掲載

のほか、マックテレビや市ホームページなど

で広く周知を図ってまいりたいと考えており

ます。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（太田博之君） 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） 福祉政策に

ついての第１点目、公共施設のバリアフリー

化について、これまでの進捗状況と取り組み

状況についてお答えいたします。 

 市では、総合振興計画におきまして、障害

福祉の充実に係る柱の一つとして、生活環境

のバリアフリー化を目指した地域生活支援事

業の充実を掲げ、ソフト、ハード両面での障

害者支援を推進してまいりました。 

 ソフト面につきましては、障害者にとって

外出や社会活動において障壁となっているも

のの把握や、それを取り除くための相談業務

の充実、日常生活用具の給付及び移動支援事

業等のサービスの提供を進めてまいりまし

た。 

 一方、ハード面に関しましては、公共施設

のバリアフリー化を推進するとともに、民間

事業者や各種団体、市民等に対し、広くバリ

アフリーの意義について理解促進を図ってま

いりました。 

 御質問の公共施設のバリアフリー化の進捗

状況につきましては、平成１８年１２月２０

日に、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律、いわゆるバリアフリー新

法が施行され、当市においても公共施設等の

バリアフリー化が推進されたところでありま

す。 

 具体的には、平成１８年度に庁舎階段に手

すりの設置、平成２０年度にオストメイト対

応トイレを設置、平成２８年度に市民課窓口

への車椅子対応テーブルの設置等を実施して

まいりました。 

 また、武道館、国際交流教育センター、ア

イスアリーナの３施設については、どのよう

な工夫をすれば誰もが使いやすい施設になる

かを検証するため、公共施設におけるユニ

バーサルデザイン調査を実施しており、今

後、改修工事の際に反映させてまいりたいと

考えております。 

 さらに、市民等に対する理解促進につきま

しては、「障害者就労支援シンポジウムｉｎ

みさわ」や、「みんなでつながろう！三沢市

福祉フェア２０１４」等の開催により、障害

者の理解促進や現状及び課題を広く知ってい

ただく機会となったところであります。 

 また、現在は、心のバリアフリーに関する

セミナーを開催するなど、啓発に努めている

ところでございます。 

 高齢者や障害者にとって障壁のない社会

は、全ての人にとっても住みよい社会である

ことから、今後もさまざまな場面を捉えて、

ソフト、ハード両面について一層の理解促進

を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 田嶋議員。 

○２番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご

ざいます。 

 それでは、再質問をさせていただきたいと

思います。 

 まず、一つ目の点に絡みまして質問させて

いただきたいと思いますが、民間業者、そし

て市民などに対しての重要性ということで、

いろいろな形で市のほうでも取り組みをされ

ているというのを非常に感じさせていただき

ました。 

 その状況の中で、私自身感じるのが、まず

はこちらの本庁舎においてもそうですが、公

共施設の大半が土日、祭日とお休みという状

況にある中で、障害者の方々が使える施設と

いうのが数に限りが出てくるというように感
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じるので、それに対して民間の方々の協力を

得ながら、この方たちが使えるような多目的

トイレですとか、そういったものが出るとい

いなというようなことを感じております。 

 また、多くの方々が、障害のある方も今の

パラリンピックの誘致に関係していらっしゃ

るという状況の中で、やはり三沢市に多くの

方々が、バリアフリーが進められているこの

三沢市に来ていただくという状況をつくるた

めにも、多目的トイレを設置できるような状

況があるといいなというように感じておりま

す。 

 そんな中で、民間の方々に、まずは多目的

トイレ設置について補助金なり助成金なりと

いうようなことができないのかどうかという

ことに関してお伺いしたい。 

 また、市の施設、今、結構、障害者の関係

に関しての内容の表記という部分が建物の外

には示されている状況ではありますが、もっ

とわかりやすく、そしてまた、目立つ場所に

その表記、看板等を設置するというような状

況がとれるといいのではないのかなというよ

うに感じておりますので、この件につきまし

て、市のほうでどのようにお考えになってい

るのかをお伺いします。よろしくお願いしま

す。 

○副議長（太田博之君） 答弁願います。 

 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問にお

答えいたします。 

 まず１点目、オストメイトトイレ等の民間

からの協力を得るために補助金を設置しては

どうかという質問ですけれども、現時点で、

市内の大型店舗、それからコンビニ等にもご

ざいますけれども、市内に幾つかの民間のオ

ストメイトトイレの設置がございます。新し

く建てる分には、バリアフリー新法等におい

て、多目的トイレは設置というふうになって

いるのではないかと思うのですけれども、民

間への補助金ということになりますと、一定

の基準等さまざま必要になってくると思いま

すので、その辺については調査・研究をして

まいりたいと考えております。 

 それから、わかりやすい看板設置というこ

とでございました。看板につきましては、特

に明確な規定がないというのが現状でござい

ます。マーク自体につきましても、例えばオ

ストメイトにつきましては、オストメイト協

会の推奨というような形になっておりまし

て、明確な規定がないという状況の中で、わ

かりやすく表示をそれぞれしているところだ

と思います。 

 お話にありましたように、わかりやすい、

どなたが見てもわかるような看板設置という

ことで、障害者の方が使いやすくなりますよ

うに検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 田嶋議員。 

○２番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

 ぜひ、まずは皆さんが使いやすい状況の方

向に、皆さんで調査・研究していただきまし

て、設置の方向なりしていただけるようお願

いしたいと思います。 

 それでは、二つ目のオストメイト対応多目

的トイレ設置状況、こちらの件につきまして

の再質問をさせていただきたいと思います。 

 こちらも先ほどの内容とダブるのですが、

やはり公園は公園で、非常に見やすい場所に

看板等が設置してあると、ここのトイレはこ

ういったものがあるのかというような状況が

非常にあるのではないのかなと。一応建物の

前には設置の方向に動いている状況というの

は感じるのですが、公園等のトイレの状況と

いうのが、どういった目的で使えるトイレな

のかというのがわかりにくいのかなと。です

から、公園の入り口付近に多目的トイレの使

用内容が出てくると、さらによいのではない

かなというように感じております。 

 そういった形で看板等を再確認していくと

いうことが何か必要ではないかというように

感じておりますので、この件につきまして再

質問させていただきます。よろしくお願いし

ます。 
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○副議長（太田博之君） 答弁願います。 

 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） 多目的トイ

レの再質問にお答えいたします。 

 多目的トイレにつきましては、どなたでも

利用できるトイレということになっておりま

す。その中で、障害者、オストメイト、高齢

者、妊婦、乳幼児、盲の方などの利用ができ

るという施設が整ったトイレという形になっ

ておりますので、多目的トイレとは、障害の

方でもどなたでも使用できるという、設置の

表示の形でございますので、そのようにして

まいりたいと考えております。（発言する者

あり） 

 公園の入り口への設置ということですけれ

ども、そちらにつきましては、担当課と連携

しまして、検討したいと思います。 

○副議長（太田博之君） 建設部長。 

○建設部長（高橋常幸君） ただいまの再質

問の公園等の入り口等に多目的トイレ等の表

示をきちっとするべきではないかという御質

問ですけれども、現在、公園トイレに関しま

しては、多目的な形で、高齢者、身障者が使

いやすいような改修工事を進めております。

それにあわせて、今後、看板等の設置も、続

けて、計画してやっていきたいと思います。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 以上で、田嶋孝安

議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 遠藤泰子議員の登壇を願います。 

○５番（遠藤泰子君） ５番遠藤泰子でござ

います。通告に従いまして一般質問いたしま

す。 

 今回の質問は、認知症対策、手話言語につ

いて、婚活事業の取り組みの３点について御

質問いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 はじめに、認知症対策についてお伺いいた

します。 

 当市の認知症対策につきましては、広報み

さわ４月号で、「認知症と向き合う」と題し

た、６ページにわたる特集記事が掲載されま

した。認知症の症状や早期発見の目安、認知

症の予防、認知症初期集中支援チーム発足等

の内容が盛り込まれておりました。 

 広報みさわに掲載された内容のとおり、認

知症は誰もがなり得る病気であり、２０２５

年には、日本国内で約７００万人、６５歳以

上の高齢者の５人に１人の割合になると言わ

れております。 

 三沢市に置きかえてみますと、国立社会保

障・人口問題研究所による推計では、２０２

５年の三沢市の人口は３万７,５２４人、６５

歳以上の人口は１万５５６人となっておりま

す。６５歳以上の５人に１人が認知症という

ことであれば、８年後には２,１１１人という

計算となります。あくまで推計ですので、こ

のとおりにはならないとは思いますが、８年

後、認知症２,０００人以上という数字を一つ

の目安として、認知症対策の取り組みを進め

ていく必要があると思います。 

 さて、認知症対策として、厚生労働省が策

定した認知症施策推進総合戦略・新オレンジ

プランでは、具体的施策として、認知症サ

ポーターの養成と活動の支援を進めることな

どが示されており、全国の認知症サポーター

の人数は、２０１６年度末実績で８８０万

人、２０２０年度末の目標値１,２００万人と

設定しております。この８８０万人という数

字は、日本の総人口の約７％、目標値１,２０

０万人という数字は、総人口の約１０％を占

めております。 

 三沢市の人口で当てはめますと、認知症サ

ポーター数は、２０１６年度末で約２,８００

人、２０２０年度末で約４,０００人という数

字が、新オレンジプランにおける目標数とい

うことになります。 

 この数値目標は、非常に大変なことではな

いかと思うところではありますが、県内１０

市の状況を調べましたところ、昨年９月３０

日現在の状況では、十和田市が一番高く、認

知症サポーター数は７,１１８人、人口に占め

る割合は１１.２％となっており、既に２０２
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０年の目標値を上回っております。三沢市は

１,３０６人で、人口に占める割合が３.２％

であり、１０市の中で下から２番目というこ

とでありました。 

 私は、単に認知症サポーター数があればよ

いと思ってはおりませんが、取り組みを適切

に行わなければ、これから行き詰まっていく

のではないかと危惧しております。 

 認知症サポーター養成を進めていくために

は、養成講座の講師役を務めるキャラバン・

メイトの活用が非常に重要なポイントであ

り、市は適切かつ積極的に養成講座を開催す

るとともに、キャラバン・メイトをしっかり

とコーディネートする必要があると思いま

す。 

 さらには、認知症サポーターのスキル向上

も重要な課題であります。他市においては、

認知症サポーター養成講座を受講した後の

フォローアップ研修を実施し、認知症サポー

ターのレベルアップを図る取り組みを行って

います。 

 三沢市の認知症対策については、認知症サ

ポーター養成をはじめ、徘回ＳＯＳネット

ワーク「あんしんねっと」、認知症初期集中

支援チーム設置、認知症地域支援推進員配

置、高齢者見守り活動「ほっとワーク見守り

隊」などの取り組みを苦労しながら実施して

きたものと思いますが、それぞれの取り組み

がどのように進められ、どのような成果につ

ながってきたのか、また、今後の取り組みは

どのように進めていくかについてお伺いいた

します。 

 次に、手話言語に係る当市の方向性につい

てお伺いします。 

 ２００６年１２月に、障害者の権利に関す

る条約が国際連合総会において採択されまし

た。この条約において、「「言語」とは、音

声言語及び手話その他の形態の非音声言語を

いう。」と定義され、手話が言語として国際

的に認知されました。 

 言語は、お互いの意思疎通を図る手段であ

り、手話もまた、手、指や体の動き、表情を

使って視覚的に表現する言語として、聾者に

とって他者との意思疎通を図る手段となって

おります。 

 日本では、２０１１年８月に障害者基本法

の改定により、手話が言語として認められ、

改正法の中で、全ての障害者は、可能な限り

手話を含む言語その他の意思疎通のための手

段について、選択の機会が確保されると定め

たところであります。 

 そして、近年では、自治体レベルにおいて

手話言語条例の制定が急速に広がりつつあ

り、条例を制定した自治体は、本年８月現在

で１３県７９市９町の計１０１自治体とな

り、県内では、黒石市が昨年１０月１日に施

行したところであります。 

 黒石市の手話言語条例施行に伴い、どのよ

うな変化があったのか、その成果を確認する

ため、先般、黒石市に赴き、黒石市の手話通

訳者や聾唖者からお話を伺いました。手話言

語条例を制定してどうなりましたかとの質問

に対し、すごく変わった、市民の理解が広

がったと思う、よくなったよ、一般の社会、

会社やいろいろなところで手話講座が行われ

るようになった、市長のトップダウンで進め

られたこともあり、市がさまざまな取り組み

に頑張ってくれてありがたいとの喜びの声を

聞くことができました。 

 さらに、本年８月、黒石市手話言語条例推

進に係る連携協定が、黒石市とみちのく銀行

で締結し、手話言語条例推進事業所及び従業

員に対しての各種ローンの金利引き下げなど

の取り組みも始まっております。 

 心で手をつなぐ手話言語条例の制定は、手

話に対する理解の促進、普及、手話を使用し

やすい環境の整備に関して、市の責務、市民

や事業所の役割を明らかにし、聴覚障害者の

自立及び社会参加を促進させていくという宣

言であり、障害の有無にかかわらず、人権を

尊重することができる豊かな共生社会の実現

となるものと思います。 

 私は、手話言語条例は、制定すればよいと

いうものではなく、市が積極的に取り組む姿
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勢こそが重要であると考えており、市民や事

業所等へ働きかけ、たくさんの人に理解して

もらい、環境づくりや人づくりをしていくた

めの手段として、手話言語条例制定の意味が

あるものと思っています。 

 手話言語に関する取り組みについて、三沢

市ではどのように考えているのかについてお

伺いしたいと思います。 

 次に、婚活事業の取り組みについてお伺い

いたします。 

 平成２８年第２回定例会において、少子

化、定住化の観点から、市が婚活事業の取り

組みを行う考えがあるかについて一般質問い

たしました。政策部長からの答弁では、今後

につきましては、出会いを求める方々の年齢

層、職業など、それぞれのニーズに沿った交

流の機会をつくり出す方策を検討するため、

市民団体や企業などと連携しながら、勉強会

やシンポジウムなどを通じて情報収集し、こ

れらの市民団体などの取り組みを、市のホー

ムページやソーシャルネットワーキングサー

ビスを通して広く発信してまいりたいと考え

ておりますとの御答弁をいただきました。 

 １年が経過し、これまで取り組みを進めら

れてきたものと思いますが、これまでの取り

組み内容についてお伺いするとともに、その

結果、何組が結婚に至ったのか、成果につい

てお伺いいたします。 

 次に、今後の婚活事業の取り組みについて

の質問ですが、８月２０日、東奥日報の朝刊

に、県内自治体の６割が婚活事業を実施して

いるという記事が掲載されておりました。 

 各自治体の取り組み内容として、お見合い

事業、出会いの場の提供、婚活支援者養成、

イベント実施団体支援、セミナー・講演会の

開催、情報発信など、それぞれの自治体が工

夫を凝らしながら事業に取り組んでいること

がうかがわれました。 

 また、市町村の担当者の声として、婚姻数

が少ないと子供がふえない、少子化に歯どめ

をかけるため結婚支援事業は重要など、危機

感を持って取り組まれているという内容も掲

載されておりました。 

 昨年度に比べ、自治体がみずから行う婚活

事業の取り組みが拡大している中、当市にお

いても成果が上がる施策を情報収集し、模索

しながら婚活事業を実施、実践してほしいと

思っております。 

 商工会等が実施している婚活事業もメリッ

トがあると思いますが、自治体主催の婚活事

業の特徴は、絶対的な安心ということが挙げ

られております。当市も未婚化、晩婚化は少

子化の一要因であり、行政課題であるという

認識のもと、定住化につながることも考慮の

上、結婚を後押しする事業を進めるべきと思

いますが、今後、市の施策として婚活事業を

実施する方針なのか、しない方針なのか、考

えをお伺いします。 

 御答弁よろしくお願いいたします。 

○副議長（太田博之君） ただいまの遠藤泰

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの遠藤議員

御質問の福祉問題の第１点目、認知症対策に

ついては私から、その他につきましては担当

部長からお答えをさせますので、御了承願い

たいと存じます。 

 現在、認知症は深刻な社会問題となってお

り、国の重点戦略としております。認知症施

策を推進することは、当市の高齢福祉の充実

を図る上で、極めて優先度の高い課題と考え

ております。 

 当市におきましては、地域の方々に対し、

認知症の正しい知識の習得、また、認知症の

方やその家族に対して手助けができるよう、

平成２１年度から認知症サポーター養成講座

を開始し、平成２９年８月末現在で、延べ１,

９８６名のサポーターを養成しており、養成

講座の講師となるキャラバン・メイトにつき

ましては、現在まで２７名を養成しておりま

す。 

 サポーターやキャラバン・メイト養成後の

育成支援につきましては、スキルアップ研修
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やネットワークづくりのためのフォローアッ

プ研修を開催し、人材のさらなる有効活用を

図ってまいりたいと考えております。 

 次に、認知症の初期集中支援チームの設置

についてでありますが、認知症及び認知症が

疑われる方、また、その家族への早期対応の

ため、専門医師１名を含む医療、介護、福祉

の５名の専門職で構成する認知症初期集中支

援チームを平成２８年１２月に設置いたしま

した。これまでチーム員会議により４件の事

案について検討し、必要な支援を実施したと

ころであります。 

 また、認知症の方が地域で安心して暮らせ

るためには、みずから地域における日常生活

の中で、さりげない見守りが必要なことか

ら、ことし８月に市内４５事業所とほっと

ワーク見守り隊を結成したところでありま

す。今後、事業者が通常業務の範囲内で高齢

者の異変を感じた場合に、情報提供をいただ

き、必要な対応につなげてまいりたいと考え

ているわけであります。 

 さらには、見守り支援対策として、認知症

により徘回のおそれがある高齢者を事前登録

し、行方不明となった場合に、登録事業所に

協力していただくＳＯＳネットワーク「あん

しんねっと」を平成２６年度から設置してお

ります。平成２９年８月末現在で３２名の方

が登録し、市内７７事業所と三沢警察署との

協力体制のもと、昨年度は１名の行方不明高

齢者の発見事例があったわけであります。 

 次に、認知症の相談支援の設置についてで

ありますが、認知症の方やその家族への支援

のため、平成２９年８月末現在で、認知症地

域支援推進員を２名配置し、相談業務と、状

況に応じて必要な医療や、あるいは介護など

のサービスが受けられるよう、医療機関や介

護事業所との連絡調整を行っているわけであ

ります。 

 今後におきましても、新オレンジプランに

基づき、事業の継続を図り、ニーズに合った

新たな支援策を講じながら、認知症の方及び

その家族が希望や生きがいを持ち、安心して

暮らせる地域づくりを目指してまいりたいと

考えております。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（太田博之君） 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） 福祉問題の

第２点目、手話言語に係る当市の方向性につ

いてお答えいたします。 

 国では、平成１８年１２月に採択された国

連の障害者権利条約で、手話は言語であるこ

とが明記されたことを受け、同条約批准に向

けて法整備を進め、平成２３年８月に成立し

た改正障害者基本法において、全て障害者

は、可能な限り、手話を含む言語その他の意

思疎通のための手段について選択の機会が確

保されると定められ、手話が言語であるとい

う位置づけが確固たるものとなりました。 

 現在、当市の身体障害者手帳所持者のう

ち、聴覚障害者は９１名、そのうち日常生活

において手話を必要とされる方は１３名と

なっております。 

 当市の手話言語に関する取り組みといたし

ましては、設置通訳者２名を配置し、病院受

診、求職活動、学校行事等、生活に直結する

通訳支援を行っております。 

 また、市主催行事やＣＡＴＶ手話ニュース

収録等の各種通訳活動を行っているほか、手

話奉仕員養成講座を毎年開催しております。 

 障害者への理解促進の取り組みといたしま

しては、障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律に基づき、三沢市職員対応要領

を作成したところであり、実際の合理的配慮

の取り組みとして、市の窓口業務を行ってい

る部署へ、聞こえない状況や、どのような支

援をしてほしいかを指し示すことのできる耳

マークの掲示を行ったところであります。 

 さらには、あすチャレアカデミー、心のバ

リアフリー等の市職員や一般市民向けのセミ

ナーを開催し、聴覚障害者はもちろんのこ

と、障害者の理解促進に努めているところで

あります。 

 今後におきましては、さらなる理解促進の

取り組みとして、小中学校や企業における手
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話講座等の実施も検討してまいりたいと考え

ております。 

 現在、全国で１０１自治体が制定し、本県

では黒石市において制定されました手話言語

条例につきましては、障害者全体の施策を盛

り込んだ条例制定の方法もあることから、三

沢ろう協会はもちろんのこと、多くの方々か

ら御意見を伺いながら調査・研究してまいり

たいと考えております。 

 いずれにしましても、手話言語に係るさま

ざまな施策の充実や手話を必要とする方の、

より手厚い支援を進めることにおいて最も大

切なことは、当事者の方々の意見を十分にお

聞きする機会をつくることと考えることか

ら、今年度、策定を進めております第５期障

害福祉計画策定委員会の委員に、三沢ろう協

会の会長にも御就任いただき、多くの貴重な

御意見を頂戴したところでございます。 

 今後におきましても、昨年度開催いたしま

した三沢ろう協会と三沢市の懇談会を定期的

に開催し、手話言語に係るさまざまな施策や

支援が少しでも充実するよう共通理解、連携

を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） 婚活事業の取り

組みについての第１点目、これまでの実績に

ついてお答えいたします。 

 当市では、人口減小問題に対応し、地方創

生を実現するための指針となる三沢市まち・

ひと・しごと創生総合戦略を策定する際、結

婚、出産、子育て等に関する実態を把握する

ことを目的として、市内居住の２０歳以上４

０歳以下の男女８００人を対象に、結婚に対

する意識調査を実施しております。 

 その結果、回答者の約４割が独身者であ

り、そのうち約８割の方が結婚願望を持って

いるとの回答があったことから、当市といた

しましても、未婚化、晩婚化対策の一環とし

て、結婚支援事業の重要性を改めて認識した

ところであります。 

 御質問の当市がこれまで取り組んだ実績で

ありますが、昨年度、三沢市公会堂で開催さ

れた青森出会いサポートセンター主催の婚活

支援団体などによる情報交換会において、当

市が実施した結婚に対する意識調査の結果に

ついて発表するとともに、県南地域の各団体

の取り組みについて情報交換いたしました。 

 また、同センターが企画した１泊２日の婚

活交流イベントに十和田市と共同で取り組

み、遠方から訪れた参加者を市内各所に案内

しながら、結婚支援について御意見を伺った

ところであります。 

 このほか、昨年度から上十三・十和田湖広

域定住自立圏の構成市町村による移住・結婚

支援ワーキンググループを組織し、結婚支援

に係る県の担当者を交えた勉強会の開催や、

構成市町村が実施する事業の情報共有及び広

域的な結婚支援事業について検討を重ねてお

ります。 

 なお、婚活イベントなどの事業を行ってい

ないことから、結婚には至っておりません。 

 次に、婚活事業の取り組みについての第２

点目、婚活事業を市の施策として取り組むべ

きではないかについてお答えいたします。 

 本年５月に青森県こどもみらい課が実施し

た結婚支援事業の実施状況調査によれば、県

内４０市町村のうち２４市町村が結婚支援事

業を実施していると回答しており、その内訳

を見ますと、２１市町村が独自に費用を負担

し、３町村が定住自立圏事業として実施して

おります。 

 各市町村の具体的な取り組み内容を見ます

と、市町村が直接、お見合いのあっせんや婚

活イベントの開催に取り組んでいる例もあり

ますが、結婚相談員による相談受け付けや結

婚をあっせんする結婚サポーターの育成、婚

活イベント実施団体への補助など、民間が行

う結婚支援事業を間接的に支援している例も

あります。また、独身者に対するセミナーや

講演会などを開催し、個人のスキルアップに

取り組んでいる市町村もあります。 

 当市といたしましても、結婚支援事業の重

要性は十分認識しておりますことから、上十
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三・十和田湖広域定住自立圏の構成市町村と

の連携を図りつつ、これまでの検討の中で見

出された広域での事業展開の有効性を重視

し、各市町村が主催する結婚支援事業につい

て、参加者を定住自立圏域内などから広く募

集するといった取り組みを実施してまいりま

す。 

 また、インターネット市政モニターシステ

ムを活用して、市内在住の若者を対象とした

アンケートを実施することで、結婚を促進す

るために必要な支援策のニーズを把握し、効

果的な結婚支援事業に取り組んでまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。 

○５番（遠藤泰子君） まずは１点目、三沢

市の認知症対策について再質問いたします。 

 三沢市の認知症対策につきましては、先ほ

どキャラバン・メイトの活動もしっかりコー

ディネートして、認知症サポーターを養成す

るとか、認知症サポーターのフォローアップ

研修を実施するということで、積極的なお話

が、今まではなかったと思うのですけれど

も、そういうお話がありましたので、大変期

待しております。 

 もう一つ、ＳＯＳネットワークとかという

のもあるのですけれども、実際、ことし１名

の方の保護をされたというお話がありました

けれども、実際こういうことに登録している

方々、本人ではなくて、サポートする側の

ネットワークのほうについてなのですけれど

も、当然そういうのというのは、いざという

ときにどういう行動をするか、登録はしてい

ますけれども、いざというときはどういう行

動をするかというところが、ふだんの訓練と

いうのがすごく必要になると思います。 

 ですので、私は、現段階としては、ＳＯＳ

ネットワークとかの模擬訓練とか、ほっと

ワークとかという、今、登録が４５でした

か、ありますとあったのですけれども、そう

いうような登録はしたけれども、実際どう

やって動くかというところは、やっぱりふだ

んの訓練が必要になるかと思いますので、そ

ういうような訓練に取り組んでいく必要があ

ると感じておりますけれども、その考えがあ

るかについて再質問いたします。 

○副議長（太田博之君） 答弁願います。 

 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） ＳＯＳネッ

トワーク（あんしんねっと）、それからほっ

とワーク見守り隊等の訓練について取り組む

考えがあるかという再質問でございます。 

 どちらの事業も民間の事業者の方々、たく

さんの方々に御協力をいただいております。

見守り隊につきましても、この前、締結いた

しましたが、その際には詳しい説明をさせて

いただいて、御理解をいただいているところ

です。あんしんねっとのほうにつきまして

も、認知症ケアパスという冊子を用いまして

御説明をさせていただいているところでござ

います。 

 実際の訓練が必要ではないかということで

すが、訓練につきまして、その必要性を見き

わめながら検討してまいります。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。 

○５番（遠藤泰子君） 答弁ありがとうござ

います。 

 いろいろ認知症対策についてやってはいる

けれども、その意味とか、深いところを検討

しながら進めていくことが必要ではないかと

思いますので、今後もいろいろ研究しながら

進めていってもらいたいと思います。 

 続いて、手話言語に係る方向性について再

質問いたします。 

 先ほど手話言語に関する答弁があって、私

も先ほど述べたように、手話言語条例をつく

ることが全てだとは思っていません。三沢市

においても、いろいろな窓口とか、そういう

ことも進めているということはすごくいいこ

とだと思います。 

 ただ、三沢市の現状から見ると、これまで

３０年以上も手話講習会の開催とか、手話通

訳者の養成講座というのを開催してきたわけ
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ですけれども、実際に手話通訳派遣登録者が

三沢市では２名しかいない現状というのは、

本当に厳しい状況だと思っています。設置通

訳は２名いますけれども、派遣登録者は２名

ということで、すごく厳しい状況だと思って

います。ちなみに、黒石市は設置通訳が１名

ですけれども、派遣登録者は１０名いるとい

うことで聞いています。 

 現在の施策のままでは、本当にこれまでと

は変わらない状況が続くのではないかと思っ

ていますので、先ほど新たな施策もいろいろ

部長のほうからお話がありましたけれども、

例えば、いろいろな観点から手話言語条例を

制定することも一つの手だと思いますが、改

めて、その考えがあるか、お伺いいたしま

す。 

○副議長（太田博之君） 福祉部長。 

○福祉部長（田面木るり子君） 手話言語条

例を策定する考えがあるかという御質問にお

答えいたします。 

 現在考えておりますのは、手話言語に特化

したものではなくて、障害者全体の施策を盛

り込んだ条例の制定というところで、現在、

検討しているところでございます。 

 参考といたしまして、青森市の「障がいの

ある人もない人も共に生きる社会づくり条

例」というのがあるのですけれども、そちら

には障害者全体、もちろん聾唖者の方の施策

も入っております。その辺も含めまして、必

要施策を含めた、多くの方の意見を聞きなが

ら、検討してまいりたいと考えております。 

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。 

○５番（遠藤泰子君） 障害者のほうの全体

を見たということで、条例を考えているとい

うことですので、今回、聾唖者の方も委員の

ほうに入っているということで、いい形で進

んでいけばいいなと思っています。答弁あり

がとうございました。 

 続いて、婚活事業の取り組みについてなの

ですけれども、先ほどやるというような、と

てもいいお返事というか、やっていきたい

と。ただ、広域定住自立圏があるのでという

ことでのお話でしたけれども、三沢市として

も取り組む姿勢を伺うことができましたの

で、再質問はありません。ありがとうござい

ました。 

○副議長（太田博之君） 以上で、遠藤泰子

議員の質問を終わります。 

 これをもって、一般質問を終わります。 

───────────────── 

  ◎日程第 ２ 認定第 １号から 

   日程第２０ 議案第５２号まで 

○副議長（太田博之君） 次に、日程第２ 

認定第１号平成２８年度三沢市一般会計歳入

歳出決算認定についてから日程第２０ 議案

第５２号平成２８年度三沢市水道事業会計未

処分利益剰余金の処分についてまでを一括議

題といたします。 

───────────────── 

  ◎日程第２１ 総括質疑 

○副議長（太田博之君） 日程第２１ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

総括質疑を行います。 

 なお、通告がありますので、発言を許しま

す。 

 山本彌一議員。 

○１６番（山本彌一君） ただいま議長のお

許しをいただきましたので、認定第１号平成

２８年度三沢市一般会計歳入歳出決算認定に

ついて総括質疑をします。 

 質疑の趣旨は、財政構造の弾力性を示す経

営収支比率が依然として高率で推移してい

て、この比率を引き下げるための行財政運営

の取り組みを問うものであります。 

 本市の平成２８年度の一般会計歳入歳出決

算の内容は、歳入総額２６２億４２３万８７

６円で、一方、 歳出総額は２５５億５,２５

６万１,１２２円となっています。 そして、

歳入から歳出を差し引いた形式収支額は６億

５,１６６万９,７５４円の黒字決算でありま

す。 

 よく市町村の財政が健全でなければならな

いと言われます。決算尻を捉えて、黒字であ

れば健全というレッテルを張りつけて、その
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中身はどうであるかを論じることを忘れがち

であります。 

 一般的に、健全財政とは、税収などの経常

的一般財源で経常的経費を十分に賄ってなお

投資的経費に向けることであります。その健

全な財政運営を見るための指標として、形式

収支と実質収支、そして単年度収支があり、

さらに、財政構造の弾力性が確保されている

かを見るための指標として、公債費比率と経

常収支比率がございます。 

 その中で、本市の財政構造の弾力性をあら

わす経常収支比率は、依然として９１.９％の

高率であります。この指標は、経常的一般財

源に対する経営的経費の比率を求めるもので

あります。よく財政硬直化指数とか財政弾力

指数と言われております。一般的にこの比率

は、市で見れば７０から８０％の間が通常と

言われているところであります。 

 本市の経営収支比率は９１.９％と高く、

よって、本市の財政構造は、管理的経費の重

圧に押さえられ、弾力性を著しく失って、硬

直化の中にあります。これは、今後急速に進

んでまいる少子高齢化の中で、複雑・多様化

する行政需要に対し、大幅な税収入の増加が

見込めない状況となっても、住民福祉の向上

を目指さなければなりません。 

 したがいまして、今日の公共団体の自治に

対し、自治体本来の目的を果たすための効率

的な行財政運営の取り組みが強く求められて

きているところでもあります。 

 よって、本市も経常的経費の大幅な削減を

図り、健全財政運営に努めなければ、住民に

対する信託を失うおそれがあります。 

 市長は、本市の高どまっている決算の経常

収支比率に対しどのように認識され、経営構

造の改善に、その指導力を発揮するのか、そ

の取り組みを答弁を求めるものであります。 

 以上で、認定第１号平成２８年度三沢市一

般会計歳入歳出決算認定についての私の総括

質疑を終わります。 

○副議長（太田博之君） ただいまの総括質

議に対する当局の答弁を求めます。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の経常収支比率の改善に関する質問に

お答えをいたします。 

 議員おっしゃるように、経常収支比率は、

人件費、扶助費、公債費等、毎年経常的に発

生する義務的経費に、地方税、そして普通交

付税、地方譲与税を中心とする、毎年度安定

的に収入を見込むことができる、いわゆる一

般財源、いわゆる経常一般財源がどの程度充

てられているかを見ることにより、当該団体

の財政構造の弾力性を判断する指標として古

くから用いられているわけであります。 

 さて、当市の状況でございますが、国にお

ける地方財政計画により、地方交付税が５年

連続して減額され、歳出面では、医療費や生

活保護費などの扶助費が年々増加するなど、

依然として厳しい財政状況が続いているわけ

であります。 

 ここ数年の経常収支比率は９０％前後で推

移している状況にありますが、平成２８年度

決算における経常収支比率は９１.９％とな

り、前年度から０.１ポイント改善されており

ます。 

 これは、歳入において、市税の市民税及び

固定資産税が増収となったこと。また、歳出

において、行財政改革の取り組みによりまし

て、人件費や物件費、公債費などの経費節減

に努めた結果、前年度比で０.５ポイントの改

善が見込まれるところでしたが、冬期間の降

雪が例年より多かったことから、除雪業務委

託料が大幅に増となり、その結果、改善幅が

縮小されたものであります。 

 御質問の経常収支比率の改善につきまして

は、経常的経費の抑制をはじめ、市税等の経

常一般財源のさらなる増収が必要となること

から、当市では、これまでも行財政改革等に

積極的に取り組み、経費の節減等に努めてき

たところでございます。 

 いずれにいたしましても、現在の経済状況

を考えますと、今後の地方交付税の大幅な伸

びは見込めず、当面は厳しい財政状況が続く
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ものと予想されることから、今後におきまし

ても、引き続き市税の増収強化による、いわ

ゆる歳入の確保や行財政改革の着実な実施に

よる経常的経費の削減を図りながら、健全な

財政運営に努めてまいりたい、このように考

えているわけであります。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） それでは、再質問

させていただきます。 

 ただいま市長から、さらなる行政改革に取

り組んで、歳入の確保とさらなる経費削減に

努める、こういう答弁があったわけです。そ

うしていかなければ、先行きどうしても経常

収支比率を下げていかないと、コストが高い

ということなので。 

 そこで、経常収支比率の引き下げに当たっ

ては、今、政府も地方公共団体においても、

大変財政的に厳しいものがありますが、しか

しながら、このことを踏まえ、今までの取り

組みに増して、事務事業の見直し、行政機構

の簡素化、そして合理化や職員の定数をはじ

め、行財政の適正化等による大幅な経費節減

を進めなければなりません。 

 そこで、これまでも行財政改革に取り組ん

できて、成果も上がってきているが、依然と

して９１.９％の経常収支比率であります。こ

れを下げるために、さらなる行財政改革の取

り組みが我が市の大きな課題だと感ずるが、

市長は、この削減取り組みに向けて、その決

意を再度伺いたい。 

○副議長（太田博之君） 答弁願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。 

 改善は、議員も御承知のとおり、歳入歳出

をどうするかということにあると思います

が、まず、歳入について、先ほども申し上げ

ましたが、市税については、もちろん収納率

の向上を図るとともに、若年層を中心とし

た、いわゆる定住化対策といいますか、その

事業や、あるいは雇用促進の事業に力を注ぎ

ながら市税の増収を図ってまいりたい、この

ように思います。 

 それから、地方交付税の財源確保や基地交

付金の算定見直しについて、国に対して強く

要請してまいりたい、このように思います

し、また、財産収入などの自主的な財源確保

にも努めてまいりたい、このように思ってお

ります。 

 それから、歳出については、もちろん議員

がおっしゃるように、人件費については職員

の定員適正化計画などによりまして、常に見

直しを図ってまいりたい、今後も続けてまい

りたい、このように思っております。 

 それから、扶助費については、少子高齢化

に伴う各種事業の重要性が高いことから、削

減については非常に難しいと思いますが、事

業内容について個別に精査していきたい、こ

のように思います。 

 その他の経費につきましても、行財政改革

の効果によりまして経費の節減が進んでおり

ますので、今後も続けてまいりたい、このよ

うに思います。 

 具体的には以上でありますけれども、直ち

に短期間で、いわゆる大幅な経常収支比率の

改善を目指すとすれば、これは市民サービス

の低下を招きかねないということで、よっ

て、今後も市民サービスの維持、向上を目指

しながら財源の確保に努め、あるいは事務事

業の見直しによる経費の節減を図りながら健

全な財政運営に努めてまいりたい、このよう

に思います。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） 以上で、総括質疑

を終結します。 

───────────────── 

  ◎日程第２２ 特別委員会の設置及

び議案の付託 

○副議長（太田博之君） 日程第２２ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。 

 お諮りします。 

 ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１６名をもって構成
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する決算審査特別委員会、８名をもって構成

する予算審査特別委員会、同じく８名をもっ

て構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ

設置し、これに付託の上、慎重に行いたいと

思いますが、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（太田博之君） 御異議なしと認め

ます。 

 よって、決算審査特別委員会、定数１６

名、予算審査特別委員会、定数８名、条例等

審査特別委員会、定数８名をそれぞれ設置

し、これに付託することに決しました。 

 それでは、議案の付託を行います。 

 決算審査特別委員会には、認定第１号から

認定第９号まで及び議案第５２号の計１０件

を、予算審査特別委員会には、議案第４３号

から議案第４６号までの計４件を、条例等審

査特別委員会には、議案第４７号から議案第

５１号までの計５件をそれぞれ付託します。 

───────────────── 

  ◎日程第２３ 特別委員会委員の選

任 

○副議長（太田博之君） 日程第２３ 特別

委員会の委員の選任を行います。 

 ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。 

 なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に委員長、副委員長をそれぞれ互選し、議

長まで報告願います。 

 また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、決算審査特別委員

会を大会議室において、引き続き、予算審査

特別委員会を大会議室、条例等審査特別委員

会を第２会議室において、それぞれ願いま

す。 

 この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。 

午後 ２時１６分 休憩   

──────────────── 

午後 ２時２４分 再開   

○副議長（太田博之君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。 

 決算審査特別委員会委員長、小比類巻雅彦

委員、副委員長春日洋子委員。予算審査特別

委員会委員長、堀光雄委員、副委員長、下山

光義委員。条例等審査特別委員会委員長、瀬

崎雅弘委員、副委員長、田嶋孝安委員と、そ

れぞれ決しました。 

───────────────── 

○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了しました。 

 なお、明日から１３日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。 

 次回本会議は、１４日午前１０時から会議

を開きます。 

 本日は、これをもって散会します。 

午後 ２時２５分 散会   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


